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１．論文の課題 

本論文は、「近代社会においてもっとも強力なアイデンティティの神話」とされるナショ

ナル・アイデンティティを対象としたものである。ナショナル・アイデンティティに関す

る従来の研究は、理論的あるいは事例的アプローチを用いた研究が主流であった。それに

対して本論文は、社会調査の量的なデータをもとに経験的探索を行い、それによって曖昧

に語られがちなナショナル・アイデンティティという概念を明確にすることをひとつの目

的としている。具体的には、ナショナル・アイデンティティという多元的な概念が実際に

人々の意識においてどのように構成されているかという点について、主に因子分析やクラ

スター分析などの統計手法を用いて細かく描き出している。それによって、ナショナル・

アイデンティティの下位概念が明らかにされたばかりでなく、複数の下位概念同士の関連

から、概念構造の様相を明確に提示したことは、本論文が達成した大きな貢献と言える。 

もうひとつの課題は、国際比較にあった。ナショナル・アイデンティティに関する人々

の意識がどのような要因によって規定されているかを探究する際、個人の属性要因のみに

着目してきた従来の研究から一歩踏み込んで、本論文では、その国に特有な歴史的背景、

社会構造といったマクロな要因を想定して分析している。具体的には、ネイションの類型、

多文化主義、グローバリゼーションの 3 要因に着目し、それらの影響を、日本、ドイツ、

アメリカ、オーストラリアの 4 カ国を比較することによって、はじめて明らかにした。 

 

２．本論文の構成 

第 1 章 研究目的と概要  

１－１．国民国家と現代  

１－２．国民国家の変容  

１－３．ナショナル・アイデンティティと社会科学  

第２章  先行研究の総括  

２－１．ナショナル・アイデンティティという概念  

２－２．ナショナル・アイデンティティの影響要因  

第３章 分析視角の提示  

３－１．ナショナル・アイデンティティの定義  

３－２．ナショナル・アイデンティティの規定要因  

第 4 章 使用データについて  
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４－１．使用するデータ・セットの概観  

４－２．分析対象国の決定  

４－３．分析対象者の選択  

４－４．各国データの概観（サンプル）  

第５章 日本  

５－１．日本の特性  

５－２．日本のナショナル・アイデンティティの構造  

第６章 ドイツ  

６－１．ドイツの特性  

６－２．ドイツのナショナル・アイデンティティの構造  

第７章 アメリカ  

６－１．アメリカの特性  

６－２．アメリカのナショナル・アイデンティティの構造  

第８章 オーストラリア  

８－１．オーストラリアの特性  

８－２．オーストラリアのナショナル・アイデンティティの構造  

第９章 ナショナル・アイデンティティの概念構造の国際比較 

９－１．分布の比較  

９－２．下位概念ごとの比較  

９－３．概念構造の比較  

第 10 章 結果と解釈  

１０－１．ナショナル・アイデンティティの共通点・普遍性  

１０－２．ナショナル・アイデンティティの相違点・個別性  

１０－３．今後の課題  

 

３．本論文の内容 

第 1章：本研究の目的と概要を述べた章である。第 1 節において国民国家（nation-state）が

果たしてきた役割を「戦争」との関わりから省察した上で、それが現代社会においてもい

かに重要な意義を持っているのか、さらにその国民国家が人々のアイデンティティの重要

な源泉の一つとなっていることについて述べられている。第 2 節では、その国民国家とい

う枠組みを揺るがすと考えられる社会変動について論じている。その中でも特に、グロー

バリゼーションによって国民国家の枠を越えて大量のヒト・モノ・カネ・情報が自由に移

動することの影響や、あるいは多文化主義によって公的領域における「均一な市民」とい

う前提が覆されつつあるという議論を紹介し、国民国家の変容の可能性が言及されている。

続く第 3 節では、社会科学がどのようにナショナル・アイデンティティという複雑な概念

を解明しようとしてきたか、その視点について概要を述べた上で、現在の社会科学の研究

として求められているのは、「今」・「ここ」の、（エリートに限らない）普通の人々が抱く

ナショナル・アイデンティティであることを強調している。 

第 2 章：この章ではナショナル・アイデンティティに関する先行研究を、理論的な研究と

実証的な研究に分類した上で批判的に検討している。まず理論研究において「ナショナル・
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アイデンティティ」という概念自体の定義が曖昧で理論的に一貫した定義付けがなされて

いないことに関する問題点を指摘し、さらに数少ない実証研究においても論者によって異

なる要素が「ナショナル・アイデンティティ」として取り上げられ、その知見も一貫して

いない点を批判している。本論文が、経験的データを理論により解釈する「経験的探索」、

あるいは「計量的モノグラフ」というアプローチをとることの妥当性とその意義を説得的

に述べた章である。さらにナショナル・アイデンティティの規定要因についての先行研究

も批判的に検討され、本研究において複数の国民国家を対象とし、その分析結果を比較す

ることを通してナショナル・アイデンティティの規定要因の影響について検討することの

妥当性を主張している。 

第 3 章：前章の先行研究の検討を踏まえた上で、第 3 章では本論文における分析視角を提

示している。まずナショナル・アイデンティティを「自己を自身の属するネイションに対

して一体化させることを通じて形成される意識・信念・感情」と広義に定義付けた上で、

その構成要素として 4 つの下位概念を提示している。（１）どのような人をネイションの成

員とみなすか、その条件付けとして「ネイションの成員条件」、（２）自らの属するネイシ

ョンに関わる様々な事柄に対する誇りや自負心からなる「ナショナル・プライド」、（３）

自分の属するネイションを他のネイションよりも優先して考え、かつ中心的に見なす感情

である「自国中心主義」、（４）自らのネイションに属さない人々を危険視し、自己のネイ

ションにとってマイナスな存在と見なし、そのような人々を排斥する意識である「排外性」

の 4 つの下位概念である。続く第 2 節では、ナショナル・アイデンティティに影響を与え

る要因について考察されている。まず市民（領域的）ネイションとエスニック（系譜的）

ネイションという「ネイションの類型」のナショナル・アイデンティティへの影響を想定

し、具体的には、「市民権」に関する制度（例えば国籍法や帰化基準など）の制度的差異な

どが人々の抱くナショナル・アイデンティティの概念構造に与える影響について理論的に

設定されている。また（均一な）文化的統一体という国民国家の理念に対するアンチ・テ

ーゼとも考えられる「多文化主義」についても、そのナショナル・アイデンティティへの

影響を理論的に考察し、さらにネイションの枠組みそれ自体を変容させるような社会変動

であるとも考えられる「グローバリゼーション」を取り上げ、ナショナル・アイデンティ

ティへの影響について論じられている。 

第 4章：この章では、分析に用いられた国際社会調査プログラム（ISSP）1995 データ「National 

Identity」の概要が述べられ（第 1 節）、同時に本論文での分析対象国の選定手順が説明され

ている（第 2 節）。「National Identity」調査に参加した 23 カ国から比較に適した国の選出す

るために、まず「旧共産圏」と「発展途上国」を除き、前章で議論されたマクロな規定要

因、ネイションの類型・多文化主義・グローバリゼーションそれぞれについて各国の状況

を整理した結果、比較対象として適した国として、日本、ドイツ、アメリカ、オーストラ

リアの 4 カ国が選出された。続く第 3 節では 4 カ国の比較を可能にするために考慮しなけ

ればならない点が論じられ、それに則って分析方法や分析対象者が限定されることの必然

性が述べられている。最後に第 4 節では、対象とする 4 カ国のデータそれぞれについて、

調査方法や調査主体、それにサンプル数などの概要について述べられている。 

第 5章：日本人のナショナル・アイデンティティを実証的に描き出した章である。まず第 1

節では、日本の歴史やネイションの類型、グローバリゼーションや多文化主義の状況など
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について論じている。日本の歴史を概観すれば、江戸幕府成立後に形成されていた民族的

共同体（エトニー）が、1867 年の明治維新を経て再編され、「国民国家化」を果たしたと言

える。さらに日本は一民族一国家の典型事例であり、エスニック・ネイションに分類され、

また「公定ナショナリズム」により成立した、と類型化することができるであろう。多文

化主義については「象徴的」段階でほとんど実践されていないに等しい。さらにグローバ

リゼーションについては人的交流少なく、政治的上位機関も存在しないことからそれほど

進んだ国ではない、と位置づけられている。以上の理論的位置づけを踏まえた上で、第 2

節ではデータ分析を通じて日本のナショナル・アイデンティティ像が描き出されている。

まずネイションの成員条件については、「宗教」を重要と見なす人は少なく、「国籍」ある

いは「自己定義」を重視する人が多い。一元的であることも特徴であろう。ナショナル・

プライドについては、文化面と歴史・経済に関して比較的多くの人が誇りを感じている一

方、世界への影響力・軍事力などについて日本に誇りを感じる人は少なく、因子分析の結

果から政治的側面と文化的側面の 2 因子が抽出された。自国中心主義については、国際機

関への期待感が高いことが特徴的であり、またある種の「国際化」と自国中心主義が両立

しうることが明らかになった。排外性については、外国人犯罪に対して強い危機感を抱い

ている一方、外国人に職を奪われるという危機感は弱いことが示された。 

次に日本のナショナル・アイデンティティの概念構造を検討した結果、ネイションの成

員条件は、国際化志向以外の全て下位概念との間に有意な相関関係が見られた。また自国

中心主義的考えを持たない人々が戦前的な国家主義的主張への警戒感から政治的誇りにも

また拒否感を抱くためか、政治的ナショナル・プライドが自国中心主義や排外性と正の相

関を示している。一方で文化的プライドは排外性と有意な関連がなく、日本の文化的誇り

という主張については戦前の排外主義的ナショナル・アイデンティティの反省を踏まえて

おり、安易には排外性とは結びつかない傾向があると推察されている。 

さらに日本国内のナショナル・アイデンティティの類型差を見るためにクラスター分析

を行っている。その結果、まず日本の文化面に誇りを持ちつつも、過度な排外主義や自国

中心主義を抱かない「中庸」なナショナル・アイデンティティを抱く人が多数派であった。

しかし高齢者や低学歴者、農林漁業者や自営業者の間には、国際化志向以外の全下位概念

が強い「国粋主義的」ともいえるナショナル・アイデンティティを抱く人が多かった。一

方、比較的若年の高学歴者、職業的には事務職や学生の多くは、ある程度文化的側面に誇

りを抱きつつも、それ以外は（国際化志向を除くと）全て弱い、国際派的なナショナル・

アイデンティティを抱いていることが明らかになった。 

第 6章：ドイツのナショナル・アイデンティティについて、前章と同じ構成で論じている。

歴史的には長らく分裂していたドイツ地方は、ナポレオンの衝撃を受けた後、19 世紀後半

に至ってプロイセンによって武力をもって統一された。そのドイツのネイションの類型は、

東欧型ナショナリズム、遅れてきたナショナリズム、ロマン主義的ナショナリズムなどの

代表格として扱われ、さらに民族型ネイションの典型例とされている。また多文化主義に

ついては日本とあまり変わらず、主要な政策となっていない。しかしグローバリゼーショ

ンの状況については、労働者として受け入れたトルコ系の人々の人口比率は高く、またEU

という政治的上位機関が存在していることなどからグローバリゼーションの進んだ国と判

断された。 
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ドイツのデータを分析した結果、まずネイションの成員条件は、「法制度の遵守」や「言

語」を強く重視する傾向が見られ、一元的であった。ナショナル・プライドは、「経済」や

「科学技術」について比較的多くの人が誇りを抱く一方、軍事・歴史に誇りを抱く人は少

ない。また、全体的に自国中心主義的な回答をする人が少なく、日本と同様「国際化」と

自国中心主義が両立しうることが示された。排外性については、不法移民には厳しい目を

向ける人が多い一方、難民の受入については積極的な人が多かった。ドイツのナショナル・

アイデンティティの概念構造については、まずネイションの成員条件が国際化志向以外の

全下位概念と相関しており、日本と同様にナショナル・アイデンティティの基礎的要件と

なっていることが示された。次に政治的ナショナル・プライドは国際化志向と排外性を除

く下位概念と有意な関連が見られる一方、文化的ナショナル・プライドに関しては排外性

と比較的強く相関しており、これはドイツの文化的ナショナル・プライドの中に「歴史」

や「軍事力」という項目が含まれ、それらが象徴するナチズムと排外性の間の親近性を示

す結果と考えられる。またクラスター分析の結果、ドイツではネイションの政治的側面に

誇りを持ちつつも、反自国中心主義的で過度には排外的ではない、中庸なナショナル・ア

イデンティティを抱く人が多数派であることがわかった。しかし高齢層、低学歴者、無職

者には、下位概念全般が強い「国粋主義的」ともいえるナショナル・アイデンティティを

抱く人も多い。そしてそのような人々が保守系のキリスト教民主同盟の支持基盤になって

いる様子がうかがえた。その一方、ドイツの政治的側面に誇りを感じつつも、それと国際

化志向以外の下位概念のスコアが全てマイナスというナショナル・アイデンティティを抱

く人も、若年層や高学歴者、専門職従事者に多かった。また彼ら／彼女らは中道左派の社

会民主党支持者も多いが、より左派色の強い政党である 90 年連合・緑の党の主要な支持層

ともなっており、ドイツにおいてはナショナル・アイデンティティごとの支持政党の棲み

分けがある程度なされていることが示された。 

第 7章：この章では、アメリカについて論じている。その歴史は 17 世紀に始まるイギリス

系の植民に始まり、18 世紀末のイギリスからの独立戦争によって成立し、その後南北戦争

を経た「再統合」によって「アメリカが一つの国である」という意識が醸成されていった

といえよう。典型的な市民型ネイションであり、国籍・市民権の制度についても出生地主

義を採用し、「開放的」といえる。また一部で多文化主義教育や積極的格差是正措置などが

行われており、多文化主義については一定程度進んだ国とみなしている。またグローバリ

ゼーションに関しては人的移動も多いが（比率はそれほど高くない）、政治的には単独主義

ということから、中程度と考える。 

個別の下位概念を見ていくと、まずネイションの成員条件の中では、「市民権」や「法制

度の遵守」、それに「言語」が重視されており、また他国と比較して「宗教（キリスト教）」

を条件に揚げる人が多いことが示された。さらに因子分析からは 2 因子が抽出され、帰属

的条件（出生地・居住年数・宗教）と獲得的条件（法制度遵守・自己定義）に分けられる

ことが明らかになった。ナショナル・プライドについては、全体的に誇りを感じている人

が多いが、「社会保障」と「集団公平性」については誇りを感じている人が少なく、アメリ

カの人々が国への威信や誇りというものを政治的側面と文化的側面という二つの異なる次

元で捉えていることが因子分析によって示された。自国中心主義については、外国製品の

輸入制限について賛同する人が多く、さらに「国際化」と自国中心主義が両立しうること
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が示された。排外性については、日本やドイツで賛同する人が多かった「犯罪増加」とい

う項目について賛同する人が比較的少ない一方、「職の競合」についての危機感は強かった。

下位概念間の関連をみると、成員条件のうち帰属的条件は自国中心主義や排外性と比較的

強い関連を持ち、ネイティビズム的な発想が自国中心主義や排外性と結びつき易いことが

示された。一方、市民的ネイションの理念で語られるネイションへの忠誠と誇りの結びつ

きを体現するように、獲得的条件は政治的ナショナル・プライドや文化的ナショナル・プ

ライドとの関連が強かった。また、「アメリカ単独主義」的な発想がやはり多くの人々の間

にも存在するためか、国際化志向が政治的ナショナル・プライドと負の相関を示している。

さらにクラスター分析によってアメリカ内部のナショナル・アイデンティティの類型化を

行った結果、もっとも典型的で多数派を占めるナショナル・アイデンティティの類型は非

常に愛国的で、かつ自国中心主義や排外性を伴う、「アメリカ第一主義」的なものであった。

そのような類型のナショナル・アイデンティティを抱くのは高齢者や低学歴者に多く、ま

た専門職従事者は少なく、生産工程・労務職に多かった。それと対照的なナショナル・ア

イデンティティの類型としては、アメリカの政治・文化両面に一定以上の誇りを抱きつつ

も、自国中心主義や排外性を拒否する類型であり、高学歴者や専門職の多くがそのような

リベラルなナショナル・アイデンティティを抱いていた。 

第 8章：続いてオーストラリアについて論じた章である。オーストラリアは 20 世紀初頭に

「連邦」が成立し、その後第 2 次大戦などを経つつ、徐々に「国民国家」化したと言えよ

う。さらに市民型ネイションの典型の一つとされる。そして多文化主義については、国是

として掲げており、また実際の制作面でも教育その他で実践されている多文化主義の代表

国である。さらに人的流動性も高く、政治的にもコモンウェルスに属するなど、グローバ

リゼーションが進展した国とみなして分析されている。 

まずネイションの成員条件はアメリカと同様に「市民権」、「法制度の遵守」や「言語」

をほとんどの人が重視する一方、宗教（キリスト教）を重視する人は少ない。また成員条

件は帰属的な側面（出生地・居住年数・宗教）と獲得的条件（法制度遵守・自己定義）に

分けることができる。ナショナル・プライドについては、文化面について誇りを感じる人

が多い反面、「世界への影響力」・「経済的発展」・「社会保障」・「集団公平性」などについて

は誇りを感じる人が少ない。自国中心主義については、外国製品の輸入制限を求める人が

非常に多かった。排外性についてはアメリカと同様の傾向で、「犯罪増加」への賛同者は少

なく、その一方「職の競合」への警戒感は強かった。下位概念間の関連を見た結果、まず

成員条件のうち帰属的条件は自国中心主義や排外性と比較的強い関連を持ち、これは白豪

主義的オーストラリアを理想とする人々が自国中心主義や移民排斥意識を持ちやすいこと

を示す結果であった。また政治的ナショナル・プライドが排外性と負の相関を持っており、

多文化主義を基盤とする現在のオーストラリアの政治的状況が排外性よりも寛容性を醸成

していることの結果かもしれない。さらにクラスター分析を通じてオーストラリアのナシ

ョナル・アイデンティティの類型を検討した結果、まず排外性は否定しつつも一定の帰属

的条件も求める、Hage のいう「善良な白人ナショナリスト」に近いと思われる類型が抽出

された。それに対し、多文化主義の理想を追求するかのような、帰属的条件は求めず、自

国中心主義的要素が弱く、反排外的傾向の強いナショナル・アイデンティティの類型も抽

出され、その類型の保持者としては比較的教育年数の長い人々や専門職の人などが多かっ
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た。それと対照的に、学歴が低く生産工程・労務作業者の多くは、排外的でかつ自国中心

主義的なナショナル・アイデンティティを抱きやすい傾向があることが示された。 

第 9章：この章では、前章までの各国の分析結果を踏まえつつ、4 カ国の分析結果を比較し、

分析視角として取り上げた①ネイションの類型、②多文化主義、③グローバリゼーション

のナショナル・アイデンティティへの影響を検討している。 

ネイションの成員条件について民族的ネイションでは一元的なのに対し、市民的ネイシ

ョンでは獲得的条件と帰属的条件に分かれたように、ネイションの類型が成員条件に影響

を与えていると考えられる。多文化主義の影響については、それを採用しているアメリカ・

オーストラリアではナショナル・プライドと排外性の間の関連がみられなかったのに対し

て、多文化主義を採用していない日本とドイツでは正の相関がみられるなど、ナショナル・

プライドと排外性の間の関連にその違いがあらわれている。さらにグローバリゼーション

に関しては、比較した 4 カ国の間ではその影響は特に見られなかった。 

分析対象とした 4 カ国は、大枠として「日本・ドイツ型」と「アメリカ・オーストラリ

ア型」に分けることができよう。それはネイションの類型や多文化主義といった要因が、

個人のナショナル・アイデンティティに影響を与えたことから生じた結果と捉えることが

できると結んでいる。 

第 10 章：結果と解釈の総括である。国際比較を通じて見えてきたナショナル・アイデンテ

ィティの共通性と個別性について論じている。共通性に関しての知見としては、4 カ国とも

共通の下位概念がデータから析出されたばかりでなく、ナショナル・プライドの多次元性、

「国際化」と自国中心主義が両立しえること、加えて概念構造自体に類似性が見いだされ

た。さらに、どの国においても排外的・自国中心的なナショナル・アイデンティティを抱

きやすいのは、どちらかといえばその社会において弱い立場にいる人たちである点はどの

国においても共通した結果である。一方相違点としては、成員条件が市民型ネイションで

は 2 元的なのに対し、エスニックネイションでは 1 元的であること、そしてネイションの

類型によってナショナル・プライドと排外性の関連が異なることなどが挙げられる。 

市民型ネイションの特徴を示したアメリカとオーストラリアのナショナル・アイデンテ

ィティにおいても成員条件を厳しく求める人の多くは排外的で、自国中心主義的であり、

「市民型ネイションは寛容である（＝排外的ではない）」という認識とは異なっているのは

興味深い。また日本やドイツのナショナル・アイデンティティの類型として多かった「中

庸型」は、ネイションに対して一貫した態度や思想が存在しないため、むしろ簡単にポピ

ュリズムに流されかねない脆さを抱えていると筆者は推察している。 

 

結果の抜粋 

日本は江戸幕府成立後に形成されていた民族的共同体が、1867 年の明治維新を経て再編

され、「国民国家化」を果たしたと言える。一民族一国家の典型事例とされる日本は、共通

の理念に基づいた市民（領域的）ネイションというより、エスニック（系譜的）ネイショ

ンに分類される。エスニック料理店が増えたり、多文化フェスティバルなどが開催される

ことはあるものの、教育制度など国家の政策としての多文化主義については、象徴的段階

でほとんど実践されていないに等しい。さらに、外国人人口などは諸外国に比べると著し

く少なく、EU などのような明確な政治的上位機関も存在しないことから、グローバリゼー
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ションについてもそれほど進んだ国とはいえない。 

日本人がもつナショナル・アイデンティティ像はどのようなものか、本論文では無作為

抽出による全国調査データを分析した結果に基づいて描き出している。まず「どのような

人を日本人とみるか」というネイションの成員条件については、国籍重視、そして自己定

義を重視する人が圧倒的に多い。成員条件は帰属的条件と獲得的条件とに分けることがで

きるが、日本の場合、日本国民であることと日本民族であることが一体となっており、一

元的である。ドイツも日本と同様に一元的である一方、市民的ネイションとされるアメリ

カとオーストラリアは、帰属的条件と獲得的条件が異なる次元として観察された。このこ

とはネイションの類型によって、個人のナショナル・アイデンティティの概念構造が異な

ることを示唆する。 

ナショナル・プライド（国に対する誇り）に関しては、文化的側面と政治的側面に分か

れる。日本の場合、文化と歴史・経済に関して比較的多くの人々が誇りを感じている反面、

世界への影響力・軍事力などについて日本に誇りを感じる人は少ない。日本を他国より「良

い」と考える自国中心主義的傾向はみられるものの、「国際的な機関に強制的な権限を持た

せるべきだ」といった国際機関への依存感が高いことも特徴的であり、ある種の「国際化」

と自国中心主義が両立しうることが明らかになった。排外性については、外国人犯罪に対

して強い危機感を抱いている一方、外国人に職を奪われることに関しての危機感は弱いこ

とが示された。 

日本人のナショナル・アイデンティティの概念構造の特徴のひとつは、政治的ナショナ

ル・プライドが自国中心主義と正の関連を示していることであろう。人々の意識の中では、

国の政治力を誇ることが戦前の国家主義的な主張とつながっているためか、自国中心主義

的な考えを持たない人々は政治的誇りにも拒否感を抱くものと考えられる。同様に、政治

的ナショナル・プライドは、外国人を排斥する意識（排外性）とも正の関連を示す。一方

で、文化的プライドは排外性と有意な関連がなく、日本の文化的誇りという主張について、

安易に排外性とは結びつかない傾向があることが示された。ドイツでは文化的ナショナ

ル・プライドと排外性に関連があらわれたが、政治的ナショナル・プライドとは関連がな

い。一方、アメリカとオーストラリアでは文化的・政治的双方のナショナル・プライドと

排外性に関連はみられなかった。ナショナル・プライドと排外性を独立に捉える傾向は、

その国が多文化主義的政策を採用しているかどうかに関わってくると筆者は論じている。

概念構造のモデルを大きく分けると、日本・ドイツ型とアメリカ・オーストラリア型に分

かれ、それはネイションの類型および多文化主義によって分類される。一方、グローバリ

ゼーションの影響と考え得るような結果は特に見出されなかった。しかし、本論文で検討

したマクロ要因以外の説明可能性も否定できないことは筆者も認識している。 

日本においては、文化面に誇りを持ちつつも、過度な排外主義や自国中心主義を抱かな

い「中庸」なナショナル・アイデンティティを抱く人が多数派であった。しかし高齢者や

低学歴者、農林漁業従事者や自営業者には、国際化志向以外すべての下位概念において強

い「国粋主義的」ともいえるナショナル・アイデンティティを抱く人が多かった。一方、

比較的若年の高学歴者、事務職従事者や学生の多くは、ある程度文化的側面に誇りを抱き

つつもそれ以外は弱いといった、国際派的なナショナル・アイデンティティを抱いている

ことがわかった。他国に関しては、市民型ネイションの特徴を示したアメリカとオースト
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ラリアのナショナル・アイデンティティにおいても、成員条件を厳しく求める人の多くは

排外的で、自国中心主義的であり、「市民型ネイションは外国人に対して寛容である（＝排

外的ではない）」という一般的な認識と必ずしも一致していないという興味深い事実が明ら

かになった。 

 

４．本論文の評価 

 まず、理論研究に偏りがちなナショナル・アイデンティティ研究にとって、計量データ

を用いて実証的に探求したという点で、本論文は重要な役割を果たす。データに基づく緻

密な分析によって、これまで曖昧に捉えられてきた概念が明確にされ、理論研究のみでは

把握できなかった新たな知見をもたらすことができた。理論と実証を架橋する本論文は、

この研究領域において先駆的業績といってよい。 

さらに、理論枠組みに関しても、その独自性を高く評価できる。本論文ではナショナル・

アイデンティティの規定要因として、ネイションの類型、多文化主義、グローバリゼーシ

ョンを取り上げ、その国の歴史や制度的側面がいかにその国の人々の意識を規定している

のかを明らかにした。ネイションレベルの特性に着目した実証研究はこの分野においてこ

れまでに類を見ない。国際比較分析を行うことではじめて得られた知見は、貴重な成果で

あり、今後の理論発展に大きく寄与することはいうまでもない。 

国際比較分析には高度な分析手法の適用が要求されるが、本論文の緻密な分析はそれに

たえ得るものである。統計的手法のみに依存するのではなく、歴史的観点からの検討も加

えたことで、さらに洞察力のある解釈を可能にした。このようなアプローチは方法論的に

も優れた研究として高い評価に値する。 

このように、理論的にも方法論的にも高水準の研究であることに疑いはない。しかし、

結論をさらに抽象的な理論へ結び付けて論じる点において言及が不足していること、また、

本論文の研究成果が示唆する政策への提言を強調する必要があるといった点が、審査委員

会では指摘された。結論の展開に関して補強すべき点はあるものの、それは本論文で得ら

れた知見に学問的な価値が認められるからこそ必要だと考える。 

 

４．合否判定 

 本論文は社会学の博士論文に値するものと判定する。学位申請者田邉俊介氏に対して平

成 18 年 2 月 2 日、本論文を中心にして面接試問を行った結果、審査員全員が一致して学位

取得にふさわしい学力と知見を有することを確認した。よって、審査委員会は、学位申請

者に対して東京都立大学博士（社会学）の学位を授与することが適当であると判断する。 
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